
 

ペイジー口座振替受付サービス取扱要領 新旧対照表  系統内限 

 新旧対照表-1 ペイジー口座振替受付サービス取扱要領 

改正後 現行 備考 差分 

第１章 通則 第１章 通則   

１ 本要領の目的 

本要領は、マルチペイメントネットワークサービス取扱要領に基づき、農業協同組合および信用

農業協同組合連合会が取り扱うマルチペイメントネットワークのサービスのうち、ペイジー口座振

替受付サービス（以下、「本サービス」という。）について、業務を円滑に運営するために必要な事

項を定める。 

１ 本要領の目的 

本要領は、マルチペイメントネットワークサービス取扱要領に基づき、農業協同組合および信用農

業協同組合連合会が取り扱うマルチペイメントネットワークのサービスのうち、ペイジー口座振替受

付サービス（以下「本サービス」という。）について、業務を円滑に運営するために必要な事項を定

める。 

 追加 

４ 用語の定義 

用語 用法・説明 

最終統合県支店 

 

信連・農林中金間で最終統合（合併または全部事業譲渡）が実現した県域（以

下、「最終統合県」という。）を管轄する農林中金支店をいう。 

ＣＡＦＩＳ (株)ＮＴＴデータ（以下、「ＮＴＴデータ」という。）が運営する、ペイジー口

座振替受付サービスにかかる電文の、収納機関‐金融機関間の中継を行うシス

テムをいう。 
 

４ 用語の定義 

用語 用法・説明 

最終統合県支店 

 

信連・農林中金間で最終統合（合併または全部事業譲渡）が実現した県域（以

下「最終統合県」という。）を管轄する農林中金支店をいう。 

ＣＡＦＩＳ (株) エヌ・ティ・ティ・データ（以下「ＮＴＴデータ」という。）が運営す

る、ペイジー口座振替受付サービスにかかる電文の、収納機関‐金融機関間の

中継を行うシステムをいう。 
 

 変更 

第２章 ペイジー口座振替受付サービス 第２章 ペイジー口座振替受付サービス  変更なし 

１ サービス内容 

     農協・信連が実施する本サービスは、従来の口座振替依頼書による手続に代わり、利用者が

収納機関の窓口等（一部金融機関 ATM を含みます）に設置する端末からキャッシュカードを

使用して口座振替契約にかかる依頼を行い、それらの登録情報を収納機関―農協・信連間にお

いて電子的に通知するとともに、ＪＡＳＴＥＭにおいて口座振替契約情報の登録処理を行うこ

とをいう。 

１ サービス内容 

農協・信連が実施する本サービスは、従来の口座振替依頼書による手続に代わり、利用者が収納機

関の窓口に設置する端末からキャッシュカードを使用して口座振替契約にかかる依頼を行い、それら

の登録情報を収納機関―農協・信連間において電子的に通知するとともに、ＪＡＳＴＥＭにおいて口

座振替契約情報の登録処理を行うことをいう。 

 追加 

４ 口座振替契約の受付 

(1)  利用者は、収納機関による本人確認を受けたうえで、自らキャッシュカードを収納機関の窓

口に設置された本サービスにかかる機能を備えた端末機（一部金融機関 ATM を含みます。以

下、「端末機」という。）に読み取らせ、端末機にキャッシュカードの暗証番号と必要項目を第三

者（収納機関もしくは収納受託法人の従業員を含む。）に見られないように注意しつつ自ら入力

する。 

４ 口座振替契約の受付 

(1)  利用者は、収納機関による本人確認を受けたうえで、自らキャッシュカードを収納機関の窓口

に設置された本サービスにかかる機能を備えた端末機（以下「端末機」という。）に読み取らせ、

端末機にキャッシュカードの暗証番号と必要項目を第三者（収納機関もしくは収納受託法人の従業

員を含む。）に見られないように注意しつつ自ら入力する。 

 追加 

７ 収納機関から受領する取扱手数料の取扱い 

本サービスにおいて、収納金融機関となる農協・信連は、収納機関から取扱手数料を受領する。

取扱手数料の取扱いに必要な事項は、収納機関と本サービスにかかる契約を締結する系統金融機関

が当該収納機関との間で調整を行って決定し、関係する農協・信連へ通知する。 

７ 収納機関から受領する取扱手数料の取扱い 

本サービスにおいて、収納金融機関となる農協・信連は、収納機関から取扱手数料を受領する。取

扱手数料の取扱いに必要な事項は、収納機関と本サービスに係る契約を締結する系統金融機関が当該

収納機関との間で調整を行って決定し、関係する農協・信連へ通知する。 

 変更 

第５章 事故・障害 第５章 事故・障害   

１ 障害の定義   

ＪＡＳＴＥＭ、系統センター、収納機関のシステム、ＣＡＦＩＳまたはそれらを結ぶ通信回線等

の故障等により本サービスの全部または一部がその本来の機能を停止した場合をいう。 

１ 障害の定義   

ＪＡＳＴＥＭ、系統センター、収納機関のシステム、ＣＡＦＩＳ又はそれらを結ぶ通信回線等の故

障等により本サービスの全部又は一部がその本来の機能を停止した場合をいう。 

 変更 



 

ペイジー口座振替受付サービス取扱要領 新旧対照表  系統内限 

 新旧対照表-2 ペイジー口座振替受付サービス取扱要領 

改正後 現行 備考 差分 

２ 障害時・障害復旧時の対応 

ＪＡＳＴＥＭ、系統センター、収納機関のシステム、ＣＡＦＩＳまたはそれらを結ぶ通信回線等の故障

等により本サービスの全部または一部がその本来の機能を停止した場合（障害発生時）における対応

については、ペイジー口座振替受付取引電文事務取扱要領および系統ＭＴ伝送システム運営規則の定

めるところによる。 

２ 障害時・障害復旧時の対応 

ＪＡＳＴＥＭ、系統センター、収納機関のシステム、ＣＡＦＩＳまたはそれらを結ぶ通信回線等の故障

等により本サービスの全部又は一部がその本来の機能を停止した場合（障害発生時）における対応につ

いては、ペイジー口座振替受付取引電文事務取扱要領および系統ＭＴ伝送システム運営規則の定めると

ころによる。 

 変更 

  

 

 

 

 

  

Pay-easy(ペイジー）口座振替受付サービス利用規定（ひな形） Pay-easy(ペイジー）口座振替受付サービス利用規定（ひな形）   

1 適用範囲 １.（適用範囲）   

(1) 当組合所定の収納機関（以下、「収納機関」といいます。）、もしくは、当該収納機関から委託を

受けた法人の窓口等（一部金融機関 ATM を含みます。以下、「取扱窓口」といいます。）に対し

て、キャッシュカード（当組合がカード規定、IC カード規定または JA カード（一体型）規定に

基づいて発行するキャッシュカ一ドのうち普通貯金（利息を付さない旨の約定のある普通貯金無

利息型（決済用）、総合口座取引および総合口座（普通貯金無利息型）取引の普通貯金を含みま

す。）その他当組合所定の貯金のキャッシュカード（以下、「カード」といいます。））を提示して、

後記 3(1)の貯金口座振替契約の締結を行う取引（以下、「本サービス」といいます。）について

は、この規定により取り扱います。 

(1) 当組合所定の収納機関（以下、「収納機関」といいます。）、もしくは、当該収納機関から委託を受

けた法人の窓口（以下、「取扱窓口」といいます。）に対して、キャッシュカード（当組合がカード

規定、ＩＣカード規定またはＪＡカード（一体型）規定に基づいて発行するキャッシュカ一ドのう

ち普通貯金（利息を付さない旨の約定のある普通貯金無利息型（決済用）、総合口座取引および総合

口座（普通貯金無利息型）取引の普通貯金を含みます。）その他当組合所定の貯金のキャッシュカー

ド（以下、「カード」といいます。））を提示して、後記 3.(1)の貯金口座振替契約の締結を行う取引

（以下、「本サービス」といいます。）については、この規定により取扱います。 

 

黄色網掛け箇

所は県域によ

り取扱いが異

なる箇所 

変更 

2 利用方法等 2.（利用方法等）  変更 

(1)  本サービスを利用するとき、貯金者は、自らカードを収納機関の取扱窓口に設置された本サー

ビスにかかる機能を備えた端末機（一部金融機関 ATM を含みます。以下、「端末機」といいま

す。）に読み取らせたうえで、端末機にカードの暗証番号と必要項目を第三者（収納機関の従業員

を含みます。）に見られないように注意しつつ自ら入力してください。 

(1)  本サービスを利用するとき、貯金者は、自らカードを収納機関の取扱窓口に設置された本サービ

スにかかる機能を備えた端末機（以下、「端末機」といいます。）に読み取らせたうえで、端末機に

カードの暗証番号と必要項目を第三者（収納機関の従業員を含みます。）に見られないように注意し

つつ自ら入力してください。 

 追加 

(2)  次の場合には、本サービスを利用することはできません。 

a  停電、故障等により端末機による取扱いができない場合。 

b  取扱窓口において購入する商品または提供を受ける役務等が、収納機関が貯金口座振替による

支払を受けることができないと定めた商品または役務等に該当する場合。 

c  当組合所定の回数を超えてカードの暗証番号を誤って端末機に入力した場合。 

d カード（磁気ストライプの電磁的記録を含みます。）が破損している場合。 

e 当組合が本サービスを利用することができない日または時間帯として定めた日または時間帯に

利用しようとする場合。 

f 自らが本サービスの停止を申し出た場合。 

(2)  次の場合には、本サービスを利用することはできません。 

①  停電、故障等により端末機による取扱いができない場合 

②  取扱窓口において購入する商品または提供を受ける役務等が、収納機関が貯金口座振替による

支払を受けることができないと定めた商品または役務等に該当する場合 

③  当組合所定の回数を超えてカードの暗証番号を誤って端末機に入力した場合 

④ カード（磁気ストライプの電磁的記録を含みます。）が破損している場合 

⑤ 当組合が本サービスを利用することができない日または時間帯として定めた日または時間帯に

利用しようとする場合 

⑥ 自らが本サービスの停止を申し出た場合 

 

 変更 



 

ペイジー口座振替受付サービス取扱要領 新旧対照表  系統内限 

 新旧対照表-3 ペイジー口座振替受付サービス取扱要領 

改正後 現行 備考 差分 

3 貯金口座振替契約等 3.（貯金口座振替契約等）  変更 

(1) 前記 2(1)により暗証番号等の入力がされ、端末機に貯金口座振替契約の受付確認を表す電文が

表示された時点で、貯金者・収納機関間で貯金者が収納機関に対し負担するある特定の債務を貯

金口座振替により支払う旨の契約が成立するとともに、貯金者・当組合間で次の内容の契約（以

下、「貯金口座振替契約」といいます。）が成立するものとします。ただし、契約が成立した後に貯

金者が直ちに口座を解約するなど特段の事情がある場合はこの限りではありません。 

a  収納機関から当組合に都度送付される請求金額を、貯金者に通知することなく、当該口座から

引き落としのうえ収納機関に支払うことを、貯金者は当組合に委託します。 

b  当組合は、当組合の普通貯金規定・普通貯金無利息型（決済用）規定・総合口座取引規定およ

び総合口座（普通貯金無利息型）取引規定にかかわらず、貯金通帳および払戻請求書の提出な

しに、前号の引き落としを行います。 

c  収納機関の指定する振替指定日（当日が金融機関休業日の場合は、前営業日もしくは翌営業

日）において請求書記載金額が当該口座の支払可能金額（当座貸越（総合口座取引による貸越

を含みます。）を利用できる範囲内の金額を含みます。）を超えるときは、貯金者に通知するこ

となく、請求書を収納機関に返却することができるものとします。 

d  振替指定日に当該口座からの引き落としが複数あり、その引き落としの総額が当該口座の支払

可能金額を超える場合は、そのいずれを引き落とすかは当組合の任意とします。 

e  収納機関の都合で収納機関が貯金者に対して割り当てる契約者番号等が変更になったときは、

当組合は、変更後の契約者番号等で引続き取り扱うものとします。 

(1) 前記 2.(1)により暗証番号等の入力がされ、端末機に貯金口座振替契約の受付確認を表す電文が表

示された時点で、貯金者・収納機関間で貯金者が収納機関に対し負担するある特定の債務を貯金口

座振替により支払う旨の契約が成立するとともに、貯金者・当組合間で次の内容の契約（以下、「貯

金口座振替契約」といいます。）が成立するものとします。ただし、契約が成立した後に貯金者が直

ちに口座を解約するなど特段の事情がある場合はこの限りではありません。 

①  収納機関から当組合に都度送付される請求金額を、貯金者に通知することなく、当該口座から

引き落としのうえ収納機関に支払うことを、貯金者は当組合に委託します。 

②  当組合は、当組合の普通貯金規定、普通貯金無利息型（決済用）規定、総合口座取引規定およ

び総合口座（普通貯金無利息型）取引規定にかかわらず、貯金通帳および払戻請求書の提出なし

に、前号の引き落としを行います。 

③  収納機関の指定する振替指定日（当日が金融機関休業日の場合は、前営業日もしくは翌営業

日）において請求書記載金額が当該口座の支払可能金額（当座貸越（総合口座取引による貸越を

含みます。）を利用できる範囲内の金額を含みます。）を超えるときは、貯金者に通知することな

く、請求書を収納機関に返却することができるものとします。 

④  振替指定日に当該口座からの引き落としが複数あり、その引き落としの総額が当該口座の支払

可能金額を超える場合は、そのいずれを引き落とすかは当組合の任意とします。 

⑤  収納機関の都合で収納機関が貯金者に対して割り当てる契約者番号等が変更になったときは、

当組合は、変更後の契約者番号等で引続き取扱うものとします。 

黄色網掛け箇
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変更 

4 貯金口座振替契約の解約 4.（貯金口座振替契約の解約）  変更 

(1)  貯金口座振替契約を解除するときは、貯金者から当組合へ所定の手続きにより届け出るものと

します。なお、この届出がないまま⾧期間にわたり収納機関から請求書の送付がない等相当の事

由があるときは、当組合は貯金者に通知することなく貯金口座振替契約が終了したものとして取

り扱うことができるものとします。 

(1)  貯金口座振替契約を解除するときは、貯金者から当組合へ所定の手続きにより届け出るものとし

ます。なお、この届出がないまま⾧期間にわたり収納機関から請求書の送付がない等相当の事由が

あるときは、当組合は貯金者に通知することなく貯金口座振替契約が終了したものとして取扱うこ

とができるものとします。 

 追加 

(2)  前記 3（1）に関わらず、本サービスによる貯金口座振替契約が成立した当日中に貯金口座振替

契約を解約する場合には、自らカードを端末機に読み取らせ、貯金口座振替契約の解約依頼電文

を送信してください。当組合が当該解約依頼電文を受信した場合に限り、貯金口座振替契約の解

約が成立したものとします。 

(2)  前記 3.（1）に関わらず、本サービスによる貯金口座振替契約が成立した当日中に貯金口座振替契

約を解約する場合には、自らカードを端末機に読み取らせ、貯金口座振替契約の解約依頼電文を送

信してください。当組合が当該解約依頼電文を受信した場合に限り、貯金口座振替契約の解約が成

立したものとします。 

 変更 

（4） 解約手続きを行う前に収納機関により送付された請求書は、前記 3 により貯金口座振替契約が

成立したものとして取り扱います。 

（4） 解約手続きを行う前に収納機関により送付された請求書は、前記 3 により貯金口座振替契約が成

立したものとして取扱います。 

 追加 

5 本サービスの利用停止 5.（本サービスの利用停止）  変更 

(3)  なお、前記（1）による本サービス利用機能停止がなされていても、停止前に成立した貯金口

座振替契約は、前記 4(1)によらない限り、終了・解除はなされません。 

(3)  なお、前記（1）による本サービス利用機能停止がなされていても、停止前に成立した貯金口座

振替契約は、前記 4.(1)によらない限り、終了・解除はなされません。 

 変更 

6 カード・暗証番号の管理等 6.（カード・暗証番号の管理等） 

 

 変更 



 

ペイジー口座振替受付サービス取扱要領 新旧対照表  系統内限 

 新旧対照表-4 ペイジー口座振替受付サービス取扱要領 

改正後 現行 備考 差分 

(1) カードは他人に使用されないよう保管してください。暗証番号は生年月日・電話番号等の他人

に推測されやすい番号の利用を避け、他人に知られないよう管理してください。カードが、偽

造、盗難、紛失等により他人に使用されるおそれが生じた場合または他人に使用されたことを認

知した場合には、すみやかに貯金者から当組合へ通知してください。この通知を受けたときは、

直ちに前記 5(1)に基づき本サービスを利用する機能を停止する措置を講じます。 

(1) カードは他人に使用されないよう保管してください。暗証番号は生年月日・電話番号等の他人に

推測されやすい番号の利用を避け、他人に知られないよう管理してください。カードが、偽造、盗

難、紛失等により他人に使用されるおそれが生じた場合または他人に使用されたことを認知した場

合には、すみやかに貯金者から当組合へ通知してください。この通知を受けたときは、直ちに前記

5.(1)に基づき本サービスを利用する機能を停止する措置を講じます。 

 変更 

(3) 前記 2 (2) c の場合、本サービスのほか、ATM や窓口での入出金、残高照会等、カードを利用

する一切の取引が利用できなくなります。その場合、当組合から請求があり次第直ちにカードを

返却してください。 

(3) 前記２ (2) ③の場合、本サービスのほか、ＡＴＭや窓口での入出金、残高照会等、カードを利

用する一切の取引が利用できなくなります。その場合、当組合から請求があり次第直ちにカードを

返却してください。 

黄色網掛け箇

所は県域によ

り取扱いが異

なる箇所 

変更 

7 免責事項 7.（免責事項）   

8 規定の準用 8.（規定の準用）   

この規定に定めのない事項についてはカード規定、IC カード規定、または JA カード（一体型）

規定により取り扱います。 

この規定に定めのない事項についてはカード規定、ＩＣカード規定、またはＪＡカード（一体型）

規定により取扱います。 

黄色網掛け箇

所は県域によ

り取扱いが異

なる箇所 

 

9 規定の変更 9.（規定の変更）   

附則（2026Ｊ革特発第 193 号） 

（実施日） 

この規定は、2026 年 10 月 1 日から実施する。 

 


